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(57)【要約】
　本発明の液体混合装置は、第１槽と、第１液を第１槽
に導入する第１導入部と、第２液を第１槽に導入する第
２導入部と、第１槽の最高水位よりも上方に設けられた
第１開口部と、第２槽と、第３液を第２槽に導入する第
３導入部と、第２槽の最高水位よりも上方に設けられた
第２開口部と、第１槽及び第２槽の底面部同士を接続す
る液体移送管路と、液体移送管路に設けられた開閉弁と
、一端が第１槽内の最高水位よりも上方に配設され、他
端が第２槽内の最高水位よりも上方に配設された気体移
送管路と、気体移送管路内において気体を双方向に移送
可能な正逆運転可能なポンプと、第１開口部及び第２開
口部の開閉を制御する大気開放制御部と、を具備する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の液体を混合するための液体混合装置であって、
　第１槽と、
　第１液を前記第１槽に導入する第１導入部と、
　第２液を前記第１槽に導入する第２導入部と、
　前記第１槽の最高水位よりも上方に設けられた第１開口部と、
　第２槽と、
　第３液を前記第２槽に導入する第３導入部と、
　前記第２槽の最高水位よりも上方に設けられた第２開口部と、
　一端が前記第１槽内の最低水位よりも下方に配設され、他端が前記第２槽に接続された
液体移送管路と、
　前記液体移送管路に設けられた開閉弁と、
　一端が前記第１槽内の最高水位よりも上方に配設され、他端が前記第２槽内の最高水位
よりも上方に配設された気体移送管路と、
　前記気体移送管路に設けられ、前記気体移送管路内において気体を双方向に移送可能な
、正逆運転可能なポンプと、
　前記第１開口部及び前記第２開口部の開閉を制御する大気開放制御部と、
　を具備することを特徴とする液体混合装置。
【請求項２】
　前記大気開放制御部は、前記第１開口部に接続された第１ポート、前記第２開口部に接
続された第２ポート、及び大気開放された第３ポートを具備する三方弁であって、
　前記第１ポート及び前記第３ポートを連通し、前記第２ポートを閉塞した状態と、
　前記第２ポート及び前記第３ポートを連通し、前記第１ポートを閉塞した状態と、に切
換可能であることを特徴とする請求項１に記載の液体混合装置。
【請求項３】
　前記第１導入部は、前記第１液を供給する第１液供給部から前記第１槽内へ向かう方向
への流体の流れのみを許容する逆止弁を備え、
　前記第３導入部は、前記第３液を供給する第３液供給部から前記第２槽内へ向かう方向
への流体の流れのみを許容する逆止弁を備えることを特徴とする請求項１又は２に記載の
液体混合装置。
【請求項４】
　前記請求項１から３のいずれか一項に記載の液体混合装置を具備する薬液試験装置。
【請求項５】
　前記請求項１から３のいずれか一項に記載の液体混合装置を具備する内視鏡処理装置。
【請求項６】
　前記請求項４に記載の薬液試験装置を具備する内視鏡処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の液体を所定の比率で混合する液体混合装置と、前記液体混合装置を備
えた薬液試験装置及び内視鏡処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の液体を所定の比率で混合して得られる混合液を自動的に生成する液体混合装置は
、例えば特許文献１に開示されている。従来の液体混合装置は、複数の液体にそれぞれ対
応した複数のポンプを具備して構成されることが一般的である。
【０００３】
　また、このような液体混合装置は、例えば日本国特開平０８－１３６４５１号公報に開
示されているように、薬液を試薬と混合して薬液の薬効を試験する薬液試験装置や、又例
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えば、複数の薬液を混合した混合液を用いて内視鏡の処理を行う内視鏡処理装置等に用い
られる。
【０００４】
　日本国特開平０８－１３６４５１号公報に開示されているような従来の液体混合装置で
は、複数のポンプを備えることから、装置構成が複雑である。例えば、従来の液体混合装
置は、複数のポンプを備えることによって、装置の製造コストの低減や装置の小型化が困
難である。また、この液体混合装置を備えた薬液試験装置や内視鏡処理装置の製造コスト
の低減や装置の小型化もまた困難となる。
【０００５】
　本発明は、前述した点に鑑みてなされたものであって、簡易な構成を有する液体混合装
置と、前記液体混合装置を備えた薬液試験装置及び内視鏡処理装置を提供することを目的
とする。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の液体混合装置は、複数の液体を混合するための液体混合装置であって、第１槽
と、第１液を前記第１槽に導入する第１導入部と、第２液を前記第１槽に導入する第２導
入部と、前記第１槽の最高水位よりも上方に設けられた第１開口部と、第２槽と、第３液
を前記第２槽に導入する第３導入部と、前記第２槽の最高水位よりも上方に設けられた第
２開口部と、一端が前記第１槽内の最低水位よりも下方に配設され、他端が前記第２槽に
接続された液体移送管路と、前記液体移送管路に設けられた開閉弁と、一端が前記第１槽
内の最高水位よりも上方に配設され、他端が前記第２槽内の最高水位よりも上方に配設さ
れた気体移送管路と、前記気体移送管路に設けられ、前記気体移送管路内において気体を
双方向に移送可能な、正逆運転可能なポンプと、前記第１開口部及び前記第２開口部の開
閉を制御する大気開放制御部と、を具備する。
【０００７】
　また、本発明の薬液試験装置は、前記液体混合装置を具備する。また、本発明の内視鏡
処理装置は、前記液体混合装置及び前記薬液試験装置の少なくとも一方を具備する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】第１の実施形態の液体混合装置の構成を説明する図である。
【図２】液体混合装置の、第１液導入工程を説明する図である。
【図３】液体混合装置の、第２液導入工程を説明する図である。
【図４】液体混合装置の、移送工程を説明する図である。
【図５】液体混合装置の、第３液導入工程を説明する図である。
【図６】第１の実施形態の変形例を説明する図である。
【図７】第２の実施形態の薬液試験装置の構成を説明する図である。
【図８】第３の実施形態の内視鏡処理装置の構成を説明する図である。
【図９】第４の実施形態の内視鏡処理装置の構成を説明する図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下に、本発明の好ましい形態について図面を参照して説明する。なお、以下の説明に
用いる各図においては、各構成要素を図面上で認識可能な程度の大きさとするため、各構
成要素毎に縮尺を異ならせてあるものであり、本発明は、これらの図に記載された構成要
素の数量、構成要素の形状、構成要素の大きさの比率、及び各構成要素の相対的な位置関
係のみに限定されるものではない。
【００１０】
（第１の実施形態）　
　以下に、本発明の第１の実施形態を説明する。図１に示す本実施形態の液体混合装置１
は、概略的には、複数の液体を所定の比率で混合した混合液を生成するための装置である



(4) JP WO2011/083633 A1 2011.7.14

10

20

30

40

50

。
【００１１】
　本実施形態では一例として、複数の液体は、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３の
３種類の液体であるとし、液体混合装置１は、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３を
所定の体積比で混合して混合液を生成するものとする。また、混合液における第１液Ｆ１
、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３の体積比は、ＶＦ１：ＶＦ２：ＶＦ３であるものとする。ま
た、本実施形態では一例として、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３は、詳しくは後
述するが、それぞれ第１導入部６０、第２導入部７０、及び第３導入部８０を経て液体混
合装置１に取り込まれるものとする。
【００１２】
　なお、混合液を構成する複数の液体のそれぞれの種類及び、複数の液体の混合比は特に
限定されるものではない。また、複数の液体の液体混合装置１への供給形態は、適宜に定
められるものであり特に限定されるものではない。例えば、複数の液体は、液体混合装置
１の外部に設けられた供給設備から所定の圧力で供給されるものであってもよいし、液体
混合装置１に設けられた貯留槽等から供給されるものであってもよい。
【００１３】
　液体混合装置１は、一対の容器である第１槽１０及び第２槽２０を具備して構成されて
おり、第２槽２０内において、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３を所定の体積比で
混合した混合液を生成する。また、液体混合装置１は、制御部２と、第１導入部６０、第
２導入部７０、第３導入部８０、液体移送管路３０、開閉弁３１、気体移送管路４０、ポ
ンプ４１、及び大気開放制御部５０を具備して構成されている。
【００１４】
　制御部２は、液体混合装置１の後述する各構成要素の動作を、所定のプログラムに基づ
いて制御する装置であり、例えば演算装置、記憶装置及び入出力装置等を具備して構成さ
れたコンピュータにより構成される。
【００１５】
　第１槽１０は、所定の容積の閉じられた内部空間を有し、前記内部空間内に液体を貯留
可能に構成された容器である。第１槽１０には、第１水位センサ１１、第２水位センサ１
２、及び第１開口部１３が設けられている。また、第１槽１０には、後述する、第１導入
部６０、第２導入部７０、液体移送管路３０、気体移送管路４０、及び大気開放制御部５
０が接続されている。
【００１６】
　第１水位センサ１１及び第２水位センサは、第１槽１０内に貯留された液体の体積を検
知するためのものである。第１水位センサ１１及び第２水位センサ１２の形態は、第１槽
１０内に貯留された液体の体積を検知することが可能であれば特に限定されるものではな
い。
【００１７】
　本実施形態では一例として、第１水位センサ１１及び第２水位センサ１２は、第１槽１
０内に貯留された液体の水位（液面の高さ）を測定することによって、第１槽１０内に貯
留された液体の体積を検知する形態を有する。
【００１８】
　より具体的には、本実施形態の第１水位センサ１１は、第１槽内１０内の水位が、所定
の第１水位Ｌ１に達しているか否かを検知する。また、第２水位センサ１２は、第１槽内
１０内の水位が、第１水位Ｌ１よりも高い所定の第２水位Ｌ２に達しているか否かを検知
する。
【００１９】
　第１水位センサ１１及び第２水位センサ１２は、例えば第１槽１０の底面部に設けられ
た基準電極と、第１水位Ｌ１及び第２水位Ｌ２に配設された電極との間の電気的な導通を
検知することによって水位を測定する構成を有する。
【００２０】
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　ここで、第１水位Ｌ１とは、第１槽１０内に所定の体積Ｖ１の液体が貯留された場合の
液面の高さである。また、第２水位Ｌ２とは、第１槽１０内に、前記所定の体積Ｖ１より
も大きい所定の体積Ｖ２の液体が貯留された場合の液面の高さである。
【００２１】
　そして本実施形態では、所定の体積Ｖ１と、所定の体積Ｖ２及び所定の体積Ｖ１の差と
の比率が、混合液における第１液Ｆ１と第２液Ｆ２との体積比と等しい。すなわち、Ｖ１
：（Ｖ２－Ｖ１）＝ＶＦ１：ＶＦ２の関係が成り立つ。なお、第１槽１０には、第１槽１
０内に液体が存在するか否かを検出するための残留液検知センサが配設されてもよい。
【００２２】
　第１開口部１３は、第１槽１０の内部空間と、大気圧である第１槽１０の外部空間とを
連通する開口部である。第１開口部１３は、第１槽１０の最高水位よりも上方に設けられ
ている。具体的に本実施形態では、第１開口部１３は、第２水位Ｌ２よりも上方に設けら
れている。第１開口部１３は、管路１４を介して後述する大気開放制御部５０に接続され
ている。
【００２３】
　第２槽２０は、所定の容積の閉じられた内部空間を有し、前記内部空間内に液体を貯留
可能に構成された容器である。第２槽２０には、第３水位センサ２１、第４水位センサ２
２、第２開口部２３、及び排水管路９０が設けられている。また、第２槽２０には、後述
する、第３導入部８０、液体移送管路３０、気体移送管路４０及び大気開放制御部５０が
接続されている。
【００２４】
　第３水位センサ２１及び第４水位センサ２２は、第２槽２０内に貯留された液体の体積
を検知するためのものである。第３水位センサ２１及び第４水位センサ２２の形態は、第
２槽２０内に貯留された液体の体積を検知することが可能であれば特に限定されるもので
はない。
【００２５】
　本実施形態では一例として、第３水位センサ２１及び第４水位センサ２２は、第２槽２
０内に貯留された液体の水位を測定することによって、第２槽２０内に貯留された液体の
体積を検知する形態を有する。
【００２６】
　より具体的には、本実施形態の第３水位センサ２１は、第２槽内２０内の水位が、所定
の第３水位Ｌ３に達しているか否かを検知する。また、第４水位センサ２２は、第２槽内
２０内の水位が、第３水位よりも高い所定の第４水位Ｌ４に達しているか否かを検知する
。
【００２７】
　第３水位センサ２１及び第４水位センサ２２は、例えば第２槽２０の底面部に設けられ
た基準電極と、第３水位Ｌ３及び第４水位Ｌ４に配設された電極との間の電気的な導通を
検知することによって水位を測定する構成を有する。
【００２８】
　ここで、第３水位Ｌ３とは、第２槽２０内に所定の体積Ｖ３の液体が貯留された場合の
液面の高さである。また、所定の体積Ｖ３は、前記所定の体積Ｖ２よりも小さい。第４水
位Ｌ４とは、第２槽２０内に、前記所定の体積Ｖ３よりも大きい所定の体積Ｖ４の液体が
貯留された場合の液面の高さである。
【００２９】
　そして本実施形態では、所定の体積Ｖ３と、所定の体積Ｖ４及び所定の体積Ｖ３の差と
の比率が、混合液中における第１液Ｆ１及び第２液Ｆ２の体積の和と、第３液Ｆ３の体積
との比率と等しい。すなわち、Ｖ３：（Ｖ４－Ｖ３）＝（ＶＦ１＋ＶＦ２）：ＶＦ３の関
係が成り立つ。なお、第２槽２０には、第２槽２０内に液体が存在するか否かを検出する
ための残留液検知センサが配設されてもよい。
【００３０】
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　第２開口部２３は、第２槽２０の内部空間と、大気圧である第２槽２０の外部空間とを
連通する開口部である。第２開口部２３は、第２槽２０の最高水位よりも上方に設けられ
ている。具体的に本実施形態では、第２開口部２３は、第４水位Ｌ４よりも上方に設けら
れている。第２開口部２３は、管路２４を介して後述する大気開放制御部５０に接続され
ている。
【００３１】
　また本実施形態では、第２槽２０には、第２槽２０内の液体を第２槽２０の外部に排出
するための排水管路９０が設けられている。排水管路２０は、一端が第２槽２０の底面に
開口するように設けられている。排水管路２０には、排水移送管路９０を開閉するための
電磁弁である排水弁９１が設けられている。排水弁９１は、制御部２に電気的に接続され
ており、排水弁９１の動作は、制御部２によって制御される。本実施形態では、排水弁９
１を開状態とすることによって、第２槽２０内の液体を、排水管路９０を介して第２槽２
０の外部に排出することができる。
【００３２】
　第１導入部６０は、第１液Ｆ１を、第１槽１０内に導入するためのものである。本実施
形態では一例として、第１液Ｆ１は、第１液供給部６１に貯留されており、第１導入部６
０は、第１液導入管路６２及び第１液導入弁６３を具備して構成されている。
【００３３】
　第１液供給部６１は、第１液Ｆ１を貯留する容器である。第１液供給部６１は、前記第
１槽１０内を第１水位Ｌ１まで満たす液体の体積よりも大きい容積を有する。なお、第１
液供給部６１は、液体混合装置１に配設される形態であってもよいし、液体混合装置１と
は別体の形態であってもよい。
【００３４】
　第１液導入管路６２は、第１液供給部６１と第１槽１０とを接続する管路である。第１
液導入管路６２は、一端６２ａが第１液供給部６１に接続され、他端６２ｂが第１槽１０
に接続されている。
【００３５】
　第１液導入管路６２の一端６２ａは、第１液供給部６１の最低水位よりも下方に配設さ
れている。また、本実施形態では、第１液導入管路６２の他端６２ｂは、第１槽１０の第
１水位Ｌ１よりも下方に配設されている。
【００３６】
　第１液導入管路６２には、第１液導入弁６３が配設されている。第１液導入弁６３は、
本実施形態では、第１液導入管路６２内における流体の流れる方向を一方向のみに規制す
る、いわゆる逆止弁と称される形態を有する。第１液導入弁６３は、第１液導入管路６２
内において一端６２ａ側から他端６２ｂ側へ向かう流体の流れを許容し、他端６２ｂ側か
ら一端６２ａ側へ向かう流体の流れを遮断する。
【００３７】
　すなわち、本実施形態では、第１液供給部６１内の流体は、第１導入部６０を通って第
１槽１０へ流入することが可能であるが、第１槽１０内の流体が第１導入部６０を通って
第１液供給部６１へ流入することはできない。
【００３８】
　なお、第１液供給部６１は、例えば重力又はポンプによって第１液Ｆ１を所定の圧力で
送出する形態であってもよい。第１液供給部６１が、第１液Ｆ１を所定の圧力で送出する
形態である場合には、第１液導入弁６３は、制御部２によって開閉制御可能な電磁弁とな
る。
【００３９】
　第２導入部７０は、第２液Ｆ２を、第１槽１０内に導入するためのものである。本実施
形態では一例として、第２液Ｆ２は、第２液供給部７１から所定の圧力で送出される。こ
のような液体を所定の圧力で送出する第２液供給部７１の構成としては、例えば水道設備
や、ポンプを備えた液体送出装置等が考えられる。なお、第２液供給部７１は、第２液Ｆ
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２を貯留する容器状の形態であってもよい。
【００４０】
　第２導入部７０は、第２液導入管路７２及び第２液導入弁７３を具備して構成されてい
る。第２液導入管路７２は、第２液供給部７１と第１槽１０とを接続する管路である。第
２液導入管路７２は、一端７２ａが第２液供給部７１に接続され、他端７２ｂが第１槽１
０に接続されている。
【００４１】
　また、本実施形態では、第２液導入管路７２の他端７２ｂは、第１槽１０の第１水位Ｌ
１よりも下方、より好ましくは、第１槽１０の底面部に配設されている。このように、第
１槽１０の第１水位Ｌ１よりも下方に第２液導入管路７２の他端７２ｂを配設することに
よって、第２液導入管路７２の他端７２ｂから第１槽１０内に導入される第２液Ｆ２の流
れによって、第１槽１０内に貯留されている液体を撹拌することができる。
【００４２】
　第２液導入管路７２には、第２液導入弁７３が配設されている。第２液導入弁７３は、
第２液導入管路７２を開閉するための電磁弁である。第２液導入弁７３は、制御部２に電
気的に接続されている。第２液導入弁７３の動作は、制御部２によって制御される。
【００４３】
　第３導入部８０は、第３液Ｆ３を、第２槽２０内に導入するためのものである。本実施
形態では一例として、第３液Ｆ３は、第３液供給部８１に貯留されており、第３導入部８
０は、第３液導入管路８２及び第３液導入弁８３を具備して構成されている。
【００４４】
　第３液供給部８１は、第３液Ｆ３を貯留する容器である。第３液供給部８１は、前記第
２槽２０内を第３水位Ｌ３から第４水位Ｌ４まで満たす液体の体積よりも大きい容積を有
する。なお、第３液供給部８１は、液体混合装置１に配設される形態であってもよいし、
液体混合装置１とは別体の形態であってもよい。
【００４５】
　第３液導入管路８２は、第３液供給部８１と第２槽２０とを接続する管路である。第３
液導入管路８２は、一端８２ａが第３液供給部８１に接続され、他端８２ｂが第２槽２０
に接続されている。
【００４６】
　第３液導入管路８２の一端８２ａは、第３液供給部８１の最低水位よりも下方に配設さ
れている。また、本実施形態では、第３液導入管路８２の他端８２ｂは、第２槽２０の第
３水位Ｌ３よりも下方に配設されている。
【００４７】
　このように、第２槽２０の第３水位Ｌ３よりも下方に第３液導入管路８２の他端８２ｂ
を配設することによって、第３液導入管路８２の他端８２ｂから第２槽２０内に導入され
る第３液Ｆ３の流れによって、第２槽２０内に貯留されている液体を撹拌することができ
る。
【００４８】
　第３液導入管路８２には、第３液導入弁８３が配設されている。第３液導入弁８３は、
本実施形態では、第１液導入弁６３と同様に、いわゆる逆止弁と称される形態を有する。
第３液導入弁８３は、第２液導入管路８２内において一端８２ａ側から他端８２ｂ側へ向
かう流体の流れを許容し、他端８２ｂ側から一端８２ａ側へ向かう流体の流れを遮断する
。
【００４９】
　すなわち、本実施形態では、第３液供給部８１内の流体は、第３導入部８０を通って第
２槽２０へ流入することが可能であるが、第２槽２０内の流体が第３導入部８０を通って
第３液供給部８１へ流入することはできない。
【００５０】
　なお、第３液供給部８１は、例えば重力又はポンプによって第３液Ｆ３を所定の圧力で
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送出する形態であってもよい。第３液供給部８１が、第３液Ｆ３を所定の圧力で送出する
形態である場合には、第３液導入弁８３は、制御部２によって開閉制御可能な電磁弁とな
る。
【００５１】
　液体移送管路３０は、第１槽１０と第２槽２０とを接続する管路である。液体移送管路
３０の一端３０ａは、第１槽１０内の最低水位よりも下方に配設されており、液体移送管
路３０の他端３０ｂは、第２槽２０内に配設されている。
【００５２】
　具体的に本実施形態では、第１槽１０の最低水位は、第１槽１０の底面であり、液体移
送管路３０の一端３０ａは、第１槽１０の底面に開口するように設けられている。なお、
液体移送管路３０の一端３０ａは、液体移送管路３０内を第１槽１０内よりも負圧とした
場合に、第１槽１０内に貯留された液体を全て液体移送管路３０内に吸引することが可能
なように配設されていればよい。例えば、液体移送管路３０の一端３０ａは、第１槽１０
の底面から液体移送管路３０内に液体を吸い上げるように、底面に対向して配設される形
態であってもよい。
【００５３】
　液体移送管路３０の他端３０ｂは、本実施形態では、第２槽２０の底面に開口するよう
に設けられている。なお、液体移送管路３０の他端３０ｂは、液体移送管路３０内の液体
が第２槽２０内に流入可能な形態であればよく、本実施形態に限られるものではない。
【００５４】
　液体移送管路３０には、開閉弁３１が配設されている。開閉弁３１は、液体移送管路３
０を開閉するための電磁弁である。開閉弁３１は、制御部２に電気的に接続されている。
開閉弁３１の動作は、制御部２によって制御される。
【００５５】
　気体移送管路４０は、第１槽１０と第２槽２０とを接続する管路である。気体移送管路
４０の一端４０ａは、第１槽１０内の最高水位よりも上方に配設されており、気体移送管
路４０の他端４０ｂは、第２槽２０内の最高水位よりも上方に配設されている。
【００５６】
　具体的に本実施形態では、気体移送管路４０の一端４０ａは、第１槽１０の第２水位Ｌ
２よりも上方に設けられている。また、気体移送管路４０の他端４０ｂは、第２槽２０の
第４水位Ｌ４よりも上方に設けられている。
【００５７】
　そして、気体移送管路４０には、ポンプ４１が配設されている。ポンプ４１は、気体移
送管路４０内において気体を移送させる装置である。ポンプ４１は、一端４０ａ側から他
端４０ｂ側へ向かって気体を移送させる正方向運転（図１中、矢印Ａ１）、又は他端４０
ｂ側から一端４０ａ側へ向かって気体を移送させる逆方向運転（図１中、矢印Ａ２）、に
て稼働可能である。
【００５８】
　このような、気体移送管路４０内において気体を双方向に移送可能に構成されたポンプ
４１は、一般に正逆運転可能なポンプと称される。正逆運転可能なポンプ４１の形態は特
に限定されるものではないが、例えばチューブポンプと称される形態が適用可能である。
ポンプ４１は、制御部２に電気的に接続されている。ポンプ４１の動作は、制御部２によ
って制御される。
【００５９】
　大気開放制御部５０は、第１槽１０の第１開口部１３及び第２槽２０の第２開口部２３
の開閉を制御するためのものである。言い換えれば、大気開放制御部５０は、第１槽１０
及び第２槽２０の内部空間を、装置雰囲気に開放して大気圧とする（大気開放状態とする
）か、又は密閉状態とするか、を制御するためのものである。
【００６０】
　本発明に係る液体混合装置１においては、大気開放制御部５０は、第１槽１０及び第２
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槽２０の開閉を独立して制御可能でなくともよく、少なくとも、第１槽１０及び第２槽２
０のうちの一方を大気開放状態とした場合に、他方を密閉状態とすることが可能な構成で
あればよい。
【００６１】
　大気開放制御部５０の形態は特に限定されるものではないが、本実施形態では一例とし
て、大気開放制御部５０は、三方弁５１によって構成されている。三方弁５１は、管路１
４を介して第１開口部１３に接続された第１ポート５１ａ、管路２４を介して第２開口部
２３に接続された第２ポート５１ｂ、及び装置雰囲気に開放された大気開放ポート５１ｃ
を具備している。
【００６２】
　そして、三方弁５１は、第１ポート５１ａと大気開放ポート５１ｃとが連通し、かつ第
２ポート５２ｂを閉塞した状態（図１中、矢印Ｂ１）、及び第２ポート５１ｂと大気開放
ポート５１ｃとが連通し、かつ第１ポート５１ａが閉塞した状態（図１中、矢印Ｂ２）、
のいずれかの状態を選択可能な構成を有する。三方弁５１は、制御部２に電気的に接続さ
れており、三方弁５１の動作は制御部２によって制御される。
【００６３】
　なお、本実施形態の大気開放制御部５０は、三方弁５１により構成される形態であるが
、大気圧開放制御部５０は、例えば第１開口部１３及び第２開口部２３にそれぞれ設けら
れた一対の電磁弁によって構成される形態であってもよい。しかしながら、図１に示す本
実施形態のように、大気開放制御部５０を三方弁５１によって構成することにより、一対
の電磁弁を用いる場合に比して大気開放制御部５０の構成部品を減らし、大気開放制御部
５０を小型化することができる。
【００６４】
　なお、三方弁５１の大気開放ポート５１ｃには、大気開放ポート５１ｃを通過する気体
を濾過するための、フィルタが設けられてもよい。またフィルタは、活性炭を含む構成で
あってもよい。フィルタに活性炭を含ませることにより、第１槽１０及び第２槽２０から
大気に放出される気体の脱臭を行うことができる。
【００６５】
　以上に説明した構成を有する本実施形態の液体混合装置１の、混合液を生成する動作を
以下に説明する。以下に説明する動作は、制御部２に記憶された所定のプログラムに従っ
て行われる。
【００６６】
　まず、混合液の生成を始める前に、初期化工程を行う。初期化工程では、第２液導入弁
７３、開閉弁３１及び排水弁９１を閉状態とし、ポンプ４１を停止状態とする。
【００６７】
　なお、第１槽１０及び第２槽２０に残留液検知センサが配設されている場合には、第１
槽１０内及び第２槽２０内に液体が存在しないことを残留液検知センサによって確認した
後に、以下の工程を行うことが好ましい。
【００６８】
　次に、第１槽１０の第１水位Ｌ１まで第１液Ｆ１を導入する、第１液導入工程を行う。
第１液導入工程では、図２に示すように、大気開放制御部５０の三方弁５１を、第２ポー
ト５１ｂと大気開放ポート５１ｃとが連通し、かつ第１ポート５１ａが閉塞した状態とす
る。すなわち、第２開口部２３を開状態として、第２槽２０の内部空間を大気開放する。
そして、ポンプ４１を正方向運転状態とする。
【００６９】
　すると、ポンプ４１が正方向運転を行うことにより、第１槽１０内は負圧（大気圧より
も気圧が低い状態）となることから、第１液供給部６１内の第１液Ｆ１が吸い上げられ、
第１導入部６０から第１槽１０内に第１液Ｆ１が導入される。そして、第１槽１０内の水
位が、第１水位Ｌ１に達したことを第１水位センサ１１によって検知したら、ポンプ４１
の運転を停止する。以上の第１液導入工程によって、所定の体積Ｖ１の第１液Ｆ１が、第
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１槽１０内に貯留される。
【００７０】
　次に、第１槽１０の第２水位Ｌ２まで第２液Ｆ２を導入する、第２液導入工程を行う。
第２液導入工程では、図３に示すように、大気開放制御部５０の三方弁５１を、第１ポー
ト５１ａと大気開放ポート５１ｃとが連通し、かつ第２ポート５１ｂが閉塞した状態とす
る。すなわち、第１開口部１３を開状態として、第１槽１０の内部空間を大気開放する。
そして、第２液導入弁６３を開状態とする。
【００７１】
　すると、第２液Ｆ２は、所定の圧力で第２液供給部７１から供給されているため、第２
導入部７０から第１槽１０内に第２液Ｆ２が導入される。このとき、第１液導入弁６３は
逆止弁であることから、第１槽１０内の流体が第１液供給部６１へ逆流することはない。
【００７２】
　そして、第１槽１０内の水位が、第２水位Ｌ２に達したことを第２水位センサ１２によ
って検知したら、第２液導入弁７３を閉状態とする。以上の第２液導入工程によって、第
１液Ｆ１と第２液Ｆ２との体積比がＶＦ１：ＶＦ２である、所定の体積Ｖ２の予備混合液
が貯留される。
【００７３】
　なお、第２液導入工程では、第２液Ｆ２が所定の圧力で第２液供給部７１から供給され
ることから、第１槽１０の内部空間を大気開放せずに密閉した状態であっても、第２液Ｆ
２を第１槽１０内に導入することができる。
【００７４】
　次に、第１槽１０内の予備混合液を、第２槽２０内に第３水位Ｌ３に達するまで移送す
る、移送工程を実施する。移送工程では、図４に示すように、大気開放制御部５０の三方
弁５１を、第２ポート５１ｂと大気開放ポート５１ｃとが連通し、かつ第１ポート５１ａ
が閉塞した状態とする。すなわち、第２開口部２３を開状態として、第２槽２０の内部空
間を大気開放する。そして、ポンプ４１を逆方向運転状態として、開閉弁３１を開状態と
する。
【００７５】
　すると、ポンプ４１が逆方向運転を行うことにより、第１開口部１３が閉状態とされた
第１槽１０内は正圧（大気圧よりも気圧が高い状態）となることから、予備混合液は、第
１槽１０内から押し出されるように液体移送管路３０を通って第２槽２０内に移送される
。このとき、第２槽２０の内部空間が大気開放されていることから、第２液供給部８１内
の第３液Ｆ３が吸い上げられて第２槽２０内に流入することはない。
【００７６】
　そして、第２槽２０内の水位が、第３水位Ｌ３に達したことを第３水位センサ２１によ
って検知したら、開閉弁３１を閉状態として、ポンプ４１の運転を停止する。以上の移送
工程によって、所定の体積Ｖ３の予備混合液が、第２槽２０内に貯留される。
【００７７】
　なお、もし第３液導入弁８３が電磁弁である場合には、移送工程では前述した形態の他
に、第１槽１０の内部空間を大気開放して第２槽２０の第２開口部２３を閉状態とし、ポ
ンプ４１を逆方向運転する形態であってもよい。この場合、ポンプ４１が逆方向運転を行
うことにより第２槽２０内が負圧となるため、第１槽１０内から予備混合液が第２槽２０
内に吸い込まれるように移送される。
【００７８】
　次に、第２槽２０の第４水位Ｌ４まで第３液Ｆ３を導入する、第３液導入工程を行う。
第３液導入工程では、図５に示すように、大気開放制御部５０の三方弁５１を、第１ポー
ト５１ａと大気開放ポート５１ｃとが連通し、かつ第２ポート５１ｂが閉塞した状態とす
る。すなわち、第１開口部１３を開状態として、第１槽１０の内部空間を大気開放する。
そして、ポンプ４１を逆方向運転状態とする。
【００７９】
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　すると、ポンプ４１が逆方向運転を行うことにより、第２槽２０内は負圧となることか
ら、第３液供給部８１内の第３液Ｆ３が吸い上げられ、第３導入部８０から第２槽２０内
に第３液Ｆ３が導入される。
【００８０】
　そして、第２槽２０内の水位が、第４水位Ｌ４に達したことを第４水位センサ２２によ
って検知したら、ポンプ４１の運転を停止する。以上の第３液導入工程によって、第１液
Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３の体積比がＶＦ１：ＶＦ２：ＶＦ３である、所定の体積
Ｖ４の混合液が第２槽２０内に貯留される。
【００８１】
　本実施形態の液体混合装置１は、以上の動作により、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３
液Ｆ３の体積比がＶＦ１：ＶＦ２：ＶＦ３である混合液を生成する。
【００８２】
　第２槽２０内に貯留されている混合液を液体混合装置１の外に排出する場合には、次に
説明する排出工程を実施する。排出工程では、大気開放制御部５０の三方弁５１を、第１
ポート５１ａと大気開放ポート５１ｃとが連通し、かつ第２ポート５１ｂが閉塞した状態
とする。すなわち、第１開口部１３を開状態として、第１槽１０の内部空間を大気開放す
る。そして、ポンプ４１を正方向運転状態として、排水弁９１を開状態とする。
【００８３】
　すると、ポンプ４１が正方向運転を行うことにより、第２開口部２３が閉状態とされた
第２槽２０内は正圧となることから、混合液は、第２槽２０内から押し出されるように排
水管路９０を通って排出される。
【００８４】
　なお、混合液を液体混合装置１の外に排出する形態は、前述した実施形態に限られるも
のではない。例えば、第２槽２０の内部空間を大気開放して、排水弁９１を開状態とする
ことにより、重力を用いて混合液を排出する構成であってもよい。
【００８５】
　排出工程によって第２槽２０内の混合液を全て排出した場合、液体混合装置１には、第
１槽１０内に予備混合液が残留している。この第１槽１０内に残留している予備混合液を
液体混合装置１の外に排出するには、前記移送工程と同様にして第１槽１０内の予備混合
液を第２槽２０に移送した後に、前記排出工程を行えばよい。なお、残留している予備混
合液の体積が、第２槽２０を最高水位（本実施形態では第４水位Ｌ４）まで満たす体積よ
りも大きい場合には、これらの移送工程と排出工程の動作を繰り返せばよい。
【００８６】
　以上に述べたように、本実施形態の液体混合装置１は、正逆運転可能なポンプ４１を１
つ備えるのみという簡易な構成で、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３を所定の体積
比で混合した混合液を生成することができる。
【００８７】
　また、本実施形態の液体混合装置１では、第１液導入弁６３及び第３液導入弁８３を、
逆止弁という、配線やアクチュエータが不要な簡易な構成で実現可能である。
【００８８】
　また、本実施形態の液体混合装置１では、気体移送管路４０は、第１槽１０の最高水位
よりも上方と、第２槽２０の最高水位よりも上方とを接続している。このため、気体移送
管路４０内を流れる流体は気体のみであり、混合液を構成する第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及
び第３液Ｆ３は気体移送管路４０内を通らない。
【００８９】
　したがって、例えば第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第３液Ｆ３のうちの少なくとも一つや
、混合液が金属や樹脂等に対する攻撃性を有する薬液である場合であっても、気体移送管
路４０や、ポンプ４１の薬液に対する耐攻撃性を考慮する必要がない。一般に、金属や樹
脂への攻撃性を有する薬液を扱うことを考慮した管路やポンプは、それを考慮しない物に
比して高価である。本実施形態によれば、このような高価な管路やポンプを用いることな



(12) JP WO2011/083633 A1 2011.7.14

10

20

30

40

50

く、比較的安価な装置構成で攻撃性を有する混合液を生成することができる。また、大気
開放制御部５０及び三方弁５１も同様に、薬液に対する耐攻撃性を考慮する必要がない。
【００９０】
　なお、図１に示した本実施形態では、気体移送管路４０は、大気開放制御部５０と異な
る位置において第１槽１０及び第２槽２０に接続されているが、これらは同じ位置で第１
槽１０及び第２槽２０に接続される構成であってもよい。
【００９１】
　具体的には、図６に示す本実施形態の変形例のように、気体移送管路４０は、一端４０
ａが第１槽１０の第１開口部１３に連通し、他端４０ｂが第２槽２０の第２開口部２０に
連通する構成であってもよい。
【００９２】
　このように、第１槽１０及び第２槽２０において、気体移送管路４０及び大気開放制御
部５０が同一の開口部に接続する構成とすれば、第１槽１０及び第２槽２０をより製造し
やすい簡易な形状とすることができる。
【００９３】
（第２の実施形態）　
　以下に、本発明の第２の実施形態を図７を参照して説明する。以下では第１の実施形態
との相違点のみを説明するものとし、第１の実施形態と同様の構成要素については同一の
符号を付し、その説明を適宜に省略するものとする。
【００９４】
　本実施形態の薬液試験装置１００は、前記液体混合装置１、及び薬液試験部１０１を具
備して構成されている。薬液試験装置１００は、液体混合装置１を用いて所定の薬液を試
薬と混合した混合液を生成し、薬液試験部１０１を用いて混合液を定性的又は定量的に試
験することによって、薬液の薬効を試験する装置である。
【００９５】
　薬液試験装置１００において用いられる薬液、試薬、及び試験の形態は特に限定される
ものではないが、本実施形態では一例として、薬液を水道水によって希釈した後に、薬液
と反応する試薬と混合し、混合液の色変化を吸光光度計によって測定することによって、
薬液の薬効を試験するものとする。
【００９６】
　すなわち、本実施形態の液体混合装置１は、薬液である第１液Ｆ１と、水道水である第
２液Ｆ２とを所定の比率で混合した予備混合液を生成した後に、予備混合液と試薬である
第３液とを混合した混合液を生成する。そして、薬液試験部１０１は、この混合液の吸光
度を測定する。なお、本実施形態のような薬液、試薬、及び試験方法の組み合わせは、例
えば、内視鏡の消毒処理に用いられる過酢酸水溶液からなる消毒液である薬液に対して、
薬液の濃度に応じて光の透過量が変化するヨウ化カリウム溶液からなる試薬を用いる組み
合わせが挙げられる。
【００９７】
　本実施形態の液体混合装置１の構成は、第１の実施形態に比して、第２槽２０に後述す
る薬液試験部１０１の測定部１１０が配設されている点が異なる。薬液試験部１０１は、
測定部１１０及び測定制御部１０２を具備して構成されている。
【００９８】
　本実施形態では、測定部１１０は、第２槽２０内に貯留されている混合液の吸光度を測
定する吸光光度計である。吸光光度計の構成は周知のものであるため詳細な説明は省略す
るが、測定部１１０は、発光部１１１及び受光部１１２を具備して構成されている。
【００９９】
　発光部１１１は、所定の波長及び所定の強度の光を出射する。受光部１１２は、発光部
１１１から所定の距離だけ離間して配設されており、発光部１１１から出射された光の強
度を測定する。測定部１１０は、受光部１１１において測定された光の強度の変化に基づ
いて、発光部１１１と受光部１１２の間に存在する混合液の吸光度を測定する。
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【０１００】
　測定制御部１０２は、比較判定部１０３及び出力部１０４を具備して構成されている。
比較判定部１０３は、測定部１１０によって測定された第２槽２０内の混合液の吸光度を
、所定のしきい値と比較して、その大小関係から薬液の薬効試験の合否を判定する。
【０１０１】
　出力部１０４は、比較判定部１０３による判定結果及び測定部１１０による測定結果の
少なくとも一方を外部に出力する。出力部１０４の出力の形態は特に限定されるものでは
ないが、例えば出力部１０４は、発光装置や画像表示装置等を備え、視覚的に薬液の薬効
試験の結果を表示出力する形態が考えられる。
【０１０２】
　また、比較判定部１０３は、音声を出力可能であって、音声によって薬液の薬効試験の
結果を出力する形態であってもよい。また、出力部１０４は、比較判定部１０３による判
定結果や測定部１１０による測定結果に応じて変化する電気信号を外部に出力する形態で
あってもよい。なお、測定制御部１０２は、液体混合装置１の制御部２と一体に構成され
る形態であってもよい。
【０１０３】
　以上に説明したように、液体混合装置１を備えた薬液試験装置１００は、第１液供給部
６１に貯留された薬液（第１液Ｆ１）の薬効を試験することができる。第１の実施形態で
述べたように、液体混合装置１は簡易な構成を有することから、本実施形態の薬液試験装
置１００も簡易な構成とすることができ、小型化や製造コストの低減が容易である。
【０１０４】
　また、例えば薬液（消毒液）と試薬を混合して吸光度測定を行う場合、薬液と試薬を所
定の割合で混合するが、薬液の体積と試薬の体積を比較した場合に、試薬の体積を著しく
大きくしなければならない場合がある。そして一般的に、微量の液体を正確に計量するこ
とは困難である。
【０１０５】
　このため、混合する際の体積が著しく異なる薬液と試薬を正確に混合する場合には、使
用体積が少ない薬液を正確に計量可能な体積とする必要がある。すると、正確に計量可能
な体積の薬液に混合する試薬の体積は、比較的大きなものとなってしまい、薬効試験のた
めに大量の試薬が必要となってしまう。
【０１０６】
　このような問題に対し、本実施形態の薬液試験装置１００では、薬液（消毒液）である
第１液Ｆ１を正確に計量できる体積だけ採取した後に、第１液Ｆ１を水道水である第２液
Ｆ２で希釈し、その予備混合液の一部を第３液Ｆ３である試薬と混合することによって、
薬効試験のために必要な試薬の体積を減らすことができる。
【０１０７】
　このような本実施形態によれば、正確な混合液を得ることによって薬液の薬効試験を正
確に行えるとともに、薬効試験に必要な試薬を減らすことができる。また、薬効試験に必
要な試薬を減らすことができることから、試薬を貯留する第３液供給部８１の容積を小さ
くすることができるため、装置を小型化することができる。
【０１０８】
（第３の実施形態）　
　以下に、本発明の第３の実施形態を図８を参照して説明する。以下では第１の実施形態
との相違点のみを説明するものとし、第１の実施形態と同様の構成要素については同一の
符号を付し、その説明を適宜に省略するものとする。
【０１０９】
　本実施形態の内視鏡処理装置１２０は、前記液体混合装置１及び処理槽１２１を具備し
て構成されている。内視鏡処理装置１２０は、図示しない内視鏡を収容可能な処理槽１２
１内に収容された内視鏡に対して、液体混合装置１によって生成された混合液を用いた洗
浄処理及び消毒処理の少なくとも一方の処理を実施する装置である。
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【０１１０】
　内視鏡を処理するための混合液の種類は特に限定されるものではないが、本実施形態で
は一例として、混合液は、第１液供給部６１に貯留された第１液Ｆ１と、第２液供給部に
貯留された第３液Ｆ３とを所定の比率で混合したものを、第２液供給部７１から供給され
る水道水である第２液Ｆ２によって所定の比率で希釈することによって得られるものとす
る。このような混合液は、液体混合装置１によって生成可能であることは、第１の実施形
態で述べた通りである。
【０１１１】
　処理槽１２１は、内視鏡を収容可能な形状を有し、薬液を貯留可能な桶状の容器である
。処理槽１２１には、開口部を開閉する蓋部１２２が設けられている。蓋部１２２は、ヒ
ンジ部１２３によって支持されており、処理槽１２１の開口部を閉鎖する閉位置と、開口
部を開放する開位置との間で回動可能である。
【０１１２】
　蓋部１２２が閉位置にある状態において、蓋部１２２と処理槽１２１の開口部との間に
は、パッキン１２４が挟持されるように配設されている。以上の構成により、処理槽１２
１は、内視鏡の処理中は開口部を密閉することができる。
【０１１３】
　そして、処理槽１２１には、液体混合装置１の排水管路９０が接続されている。液体混
合装置１において複数の液体を混合して生成された混合液は、排水管路９０を通って処理
槽１２１内に導入される。
【０１１４】
　以上のように、本実施形態の内視鏡処理装置１２０は、第１液Ｆ１、第２液Ｆ２及び第
３液を所定の比率で混合して得られる処理液を用いて、内視鏡に対して洗浄処理及び消毒
処理の少なくとも一方の処理を実施することができる。
【０１１５】
　このような本実施形態によれば、第１の実施形態で述べたように、液体混合装置１は簡
易な構成を有することから、本実施形態の内視鏡処理装置１２０も簡易な構成とすること
ができ、小型化や製造コストの低減が容易である。
【０１１６】
　また、本実施形態では、液体混合装置１によって生成した混合液を、液体混合装置１が
有するポンプ４１を用いて処理槽１２１内に移送することができる。このため、内視鏡処
理装置１２０を構成するポンプの数を減らすことができ、小型化や製造コストの低減がよ
り容易となる。
【０１１７】
（第４の実施形態）　
　以下に、本発明の第４の実施形態を図９を参照して説明する。以下では第２の実施形態
との相違点のみを説明するものとし、第２の実施形態と同様の構成要素については同一の
符号を付し、その説明を適宜に省略するものとする。
【０１１８】
　本実施形態の内視鏡処理装置１３０は、前記薬液試験装置１００及び処理槽１２１を具
備して構成されている。内視鏡処理装置１３０は、図示しない内視鏡を収容可能な処理槽
１２１内に収容された内視鏡に対して、貯留槽である第１液供給部６１に貯留された薬液
である第１液Ｆ１を用いた洗浄処理及び消毒処理の少なくとも一方の処理を実施する装置
である。
【０１１９】
　処理槽１２１は、内視鏡を収容可能な形状を有し、薬液を貯留可能な桶状の容器である
。処理槽１２１には、開口部を開閉する蓋部１２２が設けられている。蓋部１２２は、ヒ
ンジ部１２３によって支持されており、処理槽１２１の開口部を閉鎖する閉位置と、開口
部を開放する開位置との間で回動可能である。
【０１２０】
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　蓋部１２２が閉位置にある状態において、蓋部１２２と処理槽１２１の開口部との間に
は、パッキン１２４が挟持されるように配設されている。以上の構成により、処理槽１２
１は、内視鏡の処理中は開口部を密閉することができる。
【０１２１】
　そして、処理槽１２１は、薬液移送管路１３１を介して、第１液供給部６１に接続され
ている。薬液移送管路１３１にはポンプ１３２が配設されており、第１液供給部６１に貯
留されている薬液は、ポンプ１３２によって薬液移送管路１３１を通って処理槽１２１内
に導入される。
【０１２２】
　薬液試験装置１００は、第２の実施形態で述べたように、第１液供給部６１に貯留され
た薬液である第１液Ｆ１の薬効試験を行うように配設されている。すなわち、第１液Ｆ１
と、水道水である第２液Ｆ２とを所定の比率で混合した予備混合液を生成した後に、予備
混合液と試薬である第３液とを混合した混合液を生成する。そして、薬液試験装置１００
は、混合液の吸光度を測定して、薬液の薬効試験の結果を出力する。
【０１２３】
　薬液の薬効試験の結果は、内視鏡処理装置１３０の図示しない制御部に電気信号として
出力され、内視鏡処理装置１３０は、この薬効試験の結果に基づいて現在使用している薬
液による内視鏡の処理を実施するか否かを判断する。薬効試験の結果、薬液の薬効が十分
ではないと判定された場合には、例えば、使用者に薬液の交換を促す警告音や画像等を出
力する。
【０１２４】
　以上のように、本実施形態の内視鏡処理装置１３０は、薬液試験装置１００を備えるこ
とによって、内視鏡を処理する薬液の薬効を自動的に判定することができる。さらに、第
２の実施形態で述べたように、薬液試験装置１００は簡易な構成を有することから、本実
施形態の内視鏡処理装置１３０も簡易な構成とすることができ、小型化や製造コストの低
減が容易である。
【０１２５】
　なお、図９に示す本実施形態では、薬液試験装置１００は、内視鏡処理装置１３０内に
設けられた貯留槽を第１液供給部６１として貯留槽から薬液を採取する形態を有するが、
第１液供給部６１は処理槽１２１であってもよい。すなわち、処理槽１２１内に貯留され
た薬液について、薬効試験を行う構成であってもよい。また、内視鏡処理装置１３０は、
第１の実施形態の液体混合装置１をさらに備える形態であってもよい。
【０１２６】
　本発明は、前述した実施形態に限られるものではなく、請求の範囲及び明細書全体から
読み取れる発明の要旨に反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような変更を伴う液体
混合装置、薬液試験装置及び内視鏡処理装置もまた本発明の技術的範囲に含まれるもので
ある。
【０１２７】
　本出願は、２０１０年１月８日に日本国に出願された特願２０１０－００３１９７号を
優先権主張の基礎として出願するものであり、上記の開示内容は、本願明細書、請求の範
囲、図面に引用されたものとする。
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【図９】

【手続補正書】
【提出日】平成23年4月25日(2011.4.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の液体を混合するための液体混合装置であって、
　第１槽と、
　第１液を前記第１槽に導入する第１導入部と、
　第２液を前記第１槽に導入する第２導入部と、
　前記第１槽の最高水位よりも上方に設けられた第１開口部と、
　第２槽と、
　第３液を前記第２槽に導入する第３導入部と、
　前記第２槽の最高水位よりも上方に設けられた第２開口部と、
　一端が前記第１槽内の最低水位よりも下方に配設され、他端が前記第２槽に接続された
液体移送管路と、
　前記液体移送管路に設けられた開閉弁と、
　一端が前記第１槽内の最高水位よりも上方に配設され、他端が前記第２槽内の最高水位
よりも上方に配設された気体移送管路と、
　前記気体移送管路に設けられ、前記気体移送管路内において気体を双方向に移送可能な
、正逆運転可能なポンプと、
　前記第１開口部及び前記第２開口部の開閉を制御する大気開放制御部と、
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　を具備することを特徴とする液体混合装置。
【請求項２】
　前記大気開放制御部は、前記第１開口部に接続された第１ポート、前記第２開口部に接
続された第２ポート、及び大気開放された第３ポートを具備する三方弁であって、
　前記第１ポート及び前記第３ポートを連通し、前記第２ポートを閉塞した状態と、
　前記第２ポート及び前記第３ポートを連通し、前記第１ポートを閉塞した状態と、に切
換可能であることを特徴とする請求項１に記載の液体混合装置。
【請求項３】
　前記第１導入部は、前記第１液を供給する第１液供給部から前記第１槽内へ向かう方向
への流体の流れのみを許容する逆止弁を備え、
　前記第３導入部は、前記第３液を供給する第３液供給部から前記第２槽内へ向かう方向
への流体の流れのみを許容する逆止弁を備えることを特徴とする請求項１に記載の液体混
合装置。
【請求項４】
　前記請求項１に記載の液体混合装置を具備する薬液試験装置。
【請求項５】
　前記請求項１に記載の液体混合装置を具備する内視鏡処理装置。
【請求項６】
　前記請求項４に記載の薬液試験装置を具備する内視鏡処理装置。
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【国際調査報告】
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